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令和２年度法務省委託  

「人権啓発指導者養成研 修会」及 び「人権に関する国家公務員等研修会」のリモート開催業務委

託に関する入札に係る総合評価基準書  

 

 本 書 は、令 和 ２年 度 法 務 省 委 託 「人 権 啓 発 指 導 者 養 成 研 修 会 」及 び「人 権 に関 する国 家 公 務 員 等 研

修 会 」のリモート開 催 業 務 委 託 に関 する入 札 の総 合 評 価 基 準 を取 りまとめた総 合 評 価 基 準 書 である。評 価 の

方法及び提案内容の評価基準については以下のとおりである。 

 

１ 総合評価（加点方式 ） 

 総 合 評 価 （加 点 方 式 ）は、提 案 内 容 を評 価 した「技 術 点 」及 び入 札 価 格 を元 に算 出 した「価 格 点 」

（入 札 価 格を予 定 価 格で除 した値を１から減じて得 た値に入 札 価 格 に対する得 点 配 分を乗 じて得 た値 ）

の合計で得た数値の最も高い者を受注者とするものである。 

 なお、技術点と価格点の比率は２対１とし、総合評 価点は３００点満点とする。 

 

 技術点     ＋    価格点     ＝ 総合評価点  

 （満点２００点）     （満点１００点）  （満点３００点） 

 

２ 技術点の評価方法  

 技 術 点 は「基 礎 点 （仕 様 準 拠 に対 する得 点 ）」と「加 点 （付 加 価 値 提 案 に対 する得 点 ）」を算 出 した

後、以下の算式により決定 する。 

 

  

基礎点（満点 50 点） ＋ 加点（満点 150 点） ＝  技術点（満点 200 点） 

  

 

 

 

 

 

 

 

   ※「基礎点」項目 については、当該事業担当者 が評価（採点）を行う。 

   ※「加点」項目については、審査員（7 人）が評価（採点）を行う。 

 

（１） 基礎点項目に対する評価  

別紙「評価項目一覧」の「基礎点」欄に記載されている各評価項目（1-01、2-01、3-01、3-02、3-03）

における評 価 基 準を全 て満 たしているか否かを確 認し、満 たしている場 合は「合 格」とした上で、「基 礎 点」

を付与する。 

なお、提 案 書 には要 求 要 件 の実 現 方 法 が具 体 的 ・網 羅 的 かつ明 確 に記 述 されていることが必 要 であ

り、文章による意思表現だけにとどまる場合には、「不合格」とすることがある。 

  

審査員の評価点合計（7 人分） 

 

審査員数 7 人  
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（２） 加点項目に対する評価  

上記（１）によって「合格」とされた提案書について、以下により評価を行う。 

ア 別紙「評価 項 目一 覧」の「加点」欄に点 数が示されている各 評 価項 目（1-01、 2-01、3-01）について

評価する。 

イ  別 紙 「評 価 項 目 一 覧 」における各 評 価 項 目 の評 価 基 準 の内 容 に基 づき、加 点 が設 定 されている評 価

基準の観点から審査を行い、加点を付与する。  

ウ 審査員は７人とし、Ａ、Ｂ、Ｃ、Ｄの４段階で評価する。  

エ 評価の換算計算は、配点に対する評価の比率に配点を掛け合わせる方法とする。  

 

  ・評価Ａの場合： 加点配点（満点）×１００％  

  ・評価Ｂの場合： 加点配点（満点）× ５０％（小数点以下切捨）  

  ・評価Ｃの場合： 加点配点（満点）× ３０％（小数点以下切捨）  

  ・評価Ｄの場合： 加点配点（満点）×  ０％ 

 

評価  

ランク 
評価基準  

加点配点（満点） 

２５ 

の場合  

１５ 

の場合  

１０ 

の場合  

５ 

の場合  

Ａ 
通 常 の想 定 を超 える素 晴 らしい

提案内容である。 
２５ １５ １０ ５ 

Ｂ 
通 常 想 定 される提 案 であり、適

切な内容である。 
１２ ７ ５ ２ 

Ｃ 
お お む ね 妥 当 な 提 案 内 容 で あ

る。 
７ ４ ３ １ 

Ｄ 
内 容 が 不 十 分 であ る。ま たは 、

記述がない。 
０ ０ ０ ０ 

 

 

 


